契　約　日
：
　　年　　月　　日
契約No.
：

該当見積書No.
：

ソフトウェア・サポートサービス契約書

（Seasar2　バージョン固定）
　　　　　（以下「甲」という。）と株式会社電通国際情報サービス（以下「乙」という。）とは、ソフトウェア・サポートサービスの乙による提供につき、以下の契約要綱及び添付の契約条項のとおり合意します。

- 契約要綱 -

1. 契約対象ソフトウェア等及び料金

契約対象ソフトウェア及びバージョン

	　ソフトウェア　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　バージョン

	　


※Hibernate, Flex, Flex2, MyFaces, Eclipseそのものに関しては契約対象外

インシデント数及び料金

	
数量
サポートサービス期間
料金

	年間　　　インシデント

	
サポートサービス料金合計（消費税別）



2. 対象アプリケーション名


3. 担当者

	部署名
	

	役職
	

	氏名（カタカナ）
	

	氏名（漢字）
	

	電話
	
	FAX
	

	E-mail
	


4.　料金の支払い条件




以上本契約締結の証として、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上各１通を保有します。
	甲：　
	乙：　


契約条項

第１条（サポートサービス）

1.　甲は、サポートサービス期間中、契約対象ソフトウェア（以下「ソフトウェア」という。）について、契約要綱記載のアプリケーションを開発、メンテナンスまたは使用する目的に限定して、次の各号に定めるサポートサービス（以下「サポートサービス」という。）を乙より提供を受ける権利を有します。
(1)
「ソフトウェア」の使用上の以下の問い合わせに対する回答。なお、問い合わせ及び回答は原則として電子メールにより行われるものとし、問い合わせの件数は、契約要綱記載のインシデント数を上限とします。

 a) 「ソフトウェア」のセットアップ方法に関する問い合わせ。

 b) 「ソフトウェア」の使用方法に関する問い合わせ。

 c) 「ソフトウェア」の不具合に関する問い合わせ。

(2)
前号 c) の問い合わせの内容について乙が調査した結果、「ソフトウェア」の不具合が確認された場合における、当該不具合の是正並びに不具合是正版（以下「不具合是正版」という。）の提供。なお、不具合の詳細を確認した結果、不具合の是正が困難と乙が認めた場合には、可能な限りにおいて回避策を調査し、甲に報告するものとします。
2.　「サポートサービス」の対象は、契約要綱記載のバージョンの「ソフトウェア」に限られ、「ソフトウェア」の最新バージョンを含め契約要綱記載のバージョン以外の「ソフトウェア」について、乙は「サポートサービス」を提供する義務を負いません。なお、「サポートサービス」の対象となる「ソフトウェア」のバージョンは、「ソフトウェア」の開発元である特定非営利活動法人Seasarファウンデーション（以下「ライセンサー」という。）からリリースされた時点から７年以内のバージョン（「サポートサービス」のうち、前項第２号に定める不具合の是正及び「不具合是正版」の提供についてはリリース時点から３年以内のバージョン）とします。但し、当該期間中、乙が「サポートサービス」を提供し続けることを確約するものではありません。

3.　「サポートサービス」は契約要綱記載の担当者（以下「担当者」という。）を通じ、乙のサポートサービス営業時間帯＊において乙より提供されます。甲は、担当者として１契約につき１名のみ登録することができるものとします。

4.　「サポートサービス」は第１項に規定されるものに限られ、不具合が「ソフトウェア」に起因するものであるか否かの一次切り分け、「ソフトウェア」を使用したプログラム開発に関するノウハウの提供、アドバイス、その他技術指導、並びに「ソフトウェア」の稼働環境の最適化（パフォーマンス・チューニング等）については、「サポートサービス」には含まれません。但し、乙が提供可能な場合であって、提供内容、提供条件、対価等の諸条件につき甲乙間で合意した場合には、別途契約を締結したうえで乙より提供されるものとします。

5.　次のいずれかに該当する場合には、乙は「サポートサービス」を提供する義務を負いません。

(1)乙の指示によらず、甲、または「ライセンサー」を除く第三者が行なった「ソフトウェア」の変更、改良、瑕疵の是正、機能追加等に起因し、「ソフトウェア」が正常に作動しないとき。

(2)ハードウェアもしくは乙がサポートサービスを提供していないソフトウェアの障害等、または甲の利用するシステムが「ライセンサー」所定のシステム要件を満たさないことに起因し、「ソフトウェア」が正常に作動しないとき。

(3)甲または第三者の責に帰すべき事由、あるいは天災地変により「ソフトウェア」に障害が生じたとき。

第２条（甲の義務）

1.　前条第１項第１号c) の問い合わせを行う場合には、不具合が「ソフトウェア」に起因するものであるか否かの一次切り分けを甲は事前に実施するものとします。

2.　担当者が変更となった場合、甲は乙に対し、速やかに通知するものとします。

第３条（契約期間）
1.
「ソフトウェア」のサポートサービス期間は表記記載のとおりとします。サポートサービス期間満了の30日前までに甲乙いずれかより相手方に対し、書面により更新しない旨の通知がなされない限り、サポートサービス期間は１年間更新され、以降も同様とします。
2.
本契約は、本契約に従い解約されない限り、「ソフトウェア」のサポートサービス期間が終了するまで有効とします。
第４条（守秘義務）

甲及び乙は、本契約に基づき相手方に開示される情報には、秘密情報が一切含まれないことをここに確認するものとします。

第５条（公表）

1.　甲及び乙は、本契約に基づく甲による問い合わせ及びこれに対応する乙の回答の内容、並びに「不具合是正版」につき、ホームページ上にアップロードする等の方法により公表することができるものとします。但し、相手方または相手方の役職員等を誹謗中傷することを意図した公表についてはこの限りではありません。

2.　前項の公表には、個人情報の保護に関する法律に定義される個人情報を含めてはならないものとします。

3. 乙が甲の会社名を公表する場合には、事前に甲の承諾を得るものとします。

第６条（権利帰属）
1.　「不具合是正版」についての一切の権利は、乙または「ライセンサー」に帰属するものとし、その使用条件は、「ライセンサー」所定の「ソフトウェア」に関する使用許諾条件が適用されるものとします。

2.　「ソフトウェア」は、一切の保証が付されずに提供されるフリーソフトウェアであることから、乙より提供される「不具合是正版」を甲が利用したことにより、甲または第三者に何らかの損害（第三者からの請求に基づく損害を含む。）が生じたとしても、乙は一切責任を負わないものとします。

第７条（責任の範囲）
1.
乙の責任は、「サポートサービス」を甲のために最善の努力をもって実施することに限られ、全ての問い合わせについて有効な回答を提供できること、全ての不具合が是正されることを乙は保証しません。

2.  乙は、「サポートサービス」の内容について何等の保証を行うものではなく、甲が「サポートサービス」を利用することにより生じた甲または第三者の損害に関して如何なる責任も負わないものとします。また、乙は、逸失利益、特別損害、拡大損害、第三者から甲に対する請求に基づく損害についても一切責任を負わないものとします。

3.　乙の甲に対する損害賠償責任は、請求原因の如何を問わず、当該損害賠償責任を負うべき事態の発生した直前12か月間に、「ソフトウェア」の「サポートサービス」について本契約に基づき乙が甲より受領した料金総額を限度とします。
第８条（解約）
1.
甲または乙は、１ヶ月前までに書面にて相手方に通知することにより、いつでも本契約を解約することができます。
2.
甲または乙は、相手方に次の各号に定める事由の一が生じたときは、何等の催告を要せず、本契約を解約することができます。
(1)
支払の停止があったとき、または仮差押、差押、競売、破産、民事再生手続開始、会社整理開始、会社更生開始もしくは特別清算開始の申立を受けたとき、または清算に入ったとき。
(2)
手形交換所の取引停止処分を受けたとき。
(3)
公租公課の滞納処分を受けたとき。
(4)
本契約の条項に違反し、相当期間内に改善されないとき。
3.
乙が第１項に基づき本契約を解約した場合、または第２項に基づき甲が本契約を解約した場合には、乙は未実施のサポートサービス期間分のサポートサービス料金を直ちに甲に支払うものとします。

4.  甲が第１項に基づき本契約を解約した場合、または前項に基づき乙が本契約を解約した場合には、甲は、既支払分の料金の返還を請求し得ないものとし、未支払分の料金がある場合には、これを直ちに乙に支払うものとします。
第９条（一般条項）
1.
いずれの当事者も、天災地変、労働争議、暴動、戦争行為、法律の制定・改廃、その他その合理的支配を越える事由により本契約上の義務の履行が遅滞あるいは不可能となった場合、それにより相手方に生じた損害については免責されます。
2.
甲及び乙は、相手方の事前の書面による承諾を得ることなく、本契約上の権利・義務を第三者に譲渡または移転できません。但し、乙は、自らの責任において甲に対する「サポートサービス」の提供を第三者に再委託することができるものとします。
3.
本契約は、「ソフトウェア」についての「サポートサービス」に関する甲乙間の唯一の合意を構成し、本契約の締結の前後を問わず、甲乙間で本契約と異なる合意が為された場合においても、当該合意が本契約書を明確に特定した書面にて証されない限り、何ら効力をもたないものとします。
4.
本契約に関して疑義が生じた場合、甲及び乙は信義誠実の原則に従い協議のうえ円満に解決を図るものとします。
5.
本契約に関し、訴訟の必要が生じた場合には、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とします。
以　上　

*本契約の締結時点における乙のサポートサービス営業時間帯は、土日祝祭日並びに12月30日から翌年1月4日を除く、10：00～18:00 です。










